


海面利用制度等に関するガイドライン 
（抜粋） 
第３ 海区漁場計画 

３ 海区漁場計画の作成の手続  

都道府県知事は、海区漁場計画の案を作成しようとするときは、農林水産省令で定め  

るところにより、当該海区において漁業を営む者、漁業を営もうとする者その他の利害  

関係人の意見を聴かなければならない（法第64条第１項）。 

これは、都道府県知事が水面の総合的な利用を促進するためには、関係する漁業者の  

意見を聴取することはもちろんのこと、これに加え、海区漁場計画の案を作成する段階  

から、漁業経営の改善や養殖経営の展開を図ろうとする者など積極的に海面を活用する  

意欲ある者の要望や、幅広い関係者の意見を聴取して水面の利用について調整すること  

が重要であるからである。「利害関係人」については、地域の実情に応じ、漁業を営む又   

は営もうとする都道府県外の漁業者等も含まれるが、利害関係人として意見を述べよう  

とする者は、利害関係のあることを疎明する必要がある（漁業法施行規則（以下「施行   

規則」という。）第22条第２項）。 

このような趣旨を踏まえ、都道府県知事は、その手続の透明性・公平性を確保するこ   

とが重要であり、新規参入を不当に制限することのないよう必要な措置を講ずる必要が  

ある。同時に反社会的勢力やそれに関連するものが不当に関与することを排除する必要  

がある。意見の聴取に当たっては、意見の提出方法、提出期限、提出先等、意見の提出    

に必要な事項を広く周知するため、あらかじめ、インターネット等により公表すること  

が必要である（施行規則第22条第１項）。また、聴取した意見についての検討結果は、    

公表しなければならないとされており（法第64条第２項）、例えば、パブリックコメン   

トにおける方法に準じてインターネット等を利用して具体的に公表することが適当であ 

る。 

なお、海区漁場計画の要件として、適切かつ有効に活用されている漁業権が団体漁業 

権であるときは、当該漁業権が団体漁業権として設定されていることとされている（法 

第63条第１項第３号）。当該海区漁場計画の作成の際、漁業協同組合等が当該団体漁業  

権に関して、総会又は総会の部会の特別決議等を行って意見を集約した場合には、その 

意見を当該漁業協同組合等の意見として取り扱われたい。  

また、都道府県知事は、海区漁場計画の案を作成したときは、海区漁業調整委員会の  

意見を聴かなければならないこととされており（法第64 条第４項）、その際、新たに漁

業権の設定が行われるときは、その妥当性を明らかにする必要がある。 
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